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要旨

　本稿は，ベトナム・ハノイの日系中小製造業２社の現地従業員に対する質問

紙調査から，人材マネジメント（以下HRM）に対する認識，コミットメント，

会社に居続ける意思の関係を明らかにしたものである。

　結論は，生活サポート・福利厚生の充実，適切な評価・報酬，仕事の自由度・

達成感がコミットメントに正の影響を与えていた。ただし，日本型HRMと考

えられる従業員を公平に扱うという施策は，コミットメントに負の影響を与え

ており，反発を招きかねないということである。また，会社に居続ける意思に

は，組織コミットメント（以下OC）の内在化要素および職務へのコミットメ

ントが有意な正の影響を与えていた。意外にも愛着要素OCは会社に居続ける

意思に有意な影響を与えていなかった。そして，ベトナム現地従業員のコミッ

トメントを高めるには，経営層の従業員に対する信賞必罰な姿勢，リーダーク

ラスの任免が重要であり，中長期的な人材育成が求められる。
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１．目的と問題意識

　本研究の目的は， 今後ベトナムに進出する日系企業が現地従業員に対して，

どのような人材マネジメント（以下：HRM）を行うべきかを明らかにするこ

とである。日系企業には，①日本で大規模で，グローバルに展開している企業，

②日本では大規模だが，現地では中小で独自の経営を行っている企業，③日本

では中小だが，グローバルに展開している企業，④日本で中小で，現地でも中

小で独自の経営を行っている企業という4分類が考えられる。本研究では，②

④ともに研究対象として扱うこととし，日系中小企業とする。その理由は，日

本本社の規模に関わらず，現地でのスタートアップから成長軌道に乗るまでが

経営において重要な局面であると考えたからである。このような目的と研究対

象を踏まえ，本稿では，現地法人の従業員数が300人以下の製造業２社を調査し，

現地従業員のHRMに関連した様々な要素に対する認識，コミットメント，企

業に居続ける意思の関係を明らかにする。

　JETRO（2017）「2017年度 アジア・オセアニア進出日系企業実態調査」に

よると，企業の海外進出先20ケ国の進出総数では大企業2,907社，中小企業1,723

社であるが，ASEANだけを見みても大企業1,386社，中小企業1,133社と海外

展開が進んでいる。しかし，多くの企業が「従業員の賃金上昇」，「品質管理の

難しさ」，「従業員の質」などを海外現地経営上の問題点として取り上げている。

また，日本政策金融公庫（2012）において海外直接投資先での問題点を見ると，

「外国人の労務管理や教育の難しさ」を取り上げる企業数は製造業で37.0%と他

の項目と比べ最も多く，非製造業では28.2%と２番目に多くなっている。中小

企業基盤整備機構（2017）では，経営課題として回答企業が最も多かった項目

は，「海外事業を推進できる人材の確保，育成」，次に「現地顧客の開拓」，「現

地従業員の確保・定着化」，「現地従業員の賃金上昇」の順である。これら調査

結果のように多くの日系企業がHRM上の問題・課題を抱えている。

　なお，東南アジア内における一人当たりGDPは，タイ，マレーシアは既に5，

000ドルを超え他国よりかなり大きく，インドネシア，フィリピン，ベトナム
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の３カ国は2，000ドルを超えたあたりでさらに成長を続けている（経済産業省，

2017）。文化や社会的価値観から考えると，インドネシアはイスラム，フィリ

ピンはアメリカの影響が大きいと考えられる。これらのことから，本研究では

まずはベトナムを取り上げることとした。

２．先行研究

　２.１　国際経営におけるHRMの重要性

　１では，企業の海外進出における問題や課題として，HRMを取り上げる企

業が多いことが分かったが，国際経営におけるHRMはどのような方向性で研

究されているのであろうか。先行研究の多くは，国による文化の違いに焦点を

あてたカルチャーアプローチと，その弱点を補うことができる制度理論からの

アプローチがある（須田，2010）。

　まずは，カルチャーアプローチで，１で明らかになった海外進出している日

系企業のHRMの問題や課題を解決する方向性として，HRMにおける文化を

考慮することの重要性を確認する。異文化経営における重要な諸課題について

理論と実践の両面から日本企業へのインプリケーションを提示している研究に

馬越・桑名（2010）があり，その中で本研究において重要な指摘が２点ある。

１点目は，国際経営には文化の及ぼす影響が極めて大きいにも関わらず，かつ

ての国際ビジネスの分野では文化の重要性が十分に認識されておらず，大きな

失敗を犯した企業は枚挙にいとまがない。２点目は，日本企業の異文化の活用

度は変化が緩やかで，危機感も非常に薄いというのが実感だ，ということであ

る。Hofstede（1984）やTrompenaars & Hampden-Turner（2004）の研究を

みると，各国の文化は異なっており，海外進出する際は各国の文化に応じた組

織モデルの構築やマネジメントが必要であることが分かる。また，Adler（1991）

のようにアメリカの文化志向に近いのか，そうでないのかがマネジメントに大

きな影響を及ぼすという指摘もある。

　次に，この各国の文化が重要だという主張を発展させた制度理論アプローチ
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をみることとする。制度理論と経営戦略論から企業の人事戦略を研究している

須田（2005）の中で，本研究において重要と思われる指摘が２点ある。１点目

は，制度理論における制度には「公式に文書化された制度と公式の制度ではな

いが長い間社会に定着した社会習慣」の２つの側面があり，後者を重視し，社

会習慣が組織・人の行動に与える影響を分析していくところに制度理論の特色

がある。２点目は，カルチャーアプローチよりも組織外の環境要因として取り

上げている範囲が広く，変化への対応も考慮しているということである。

　カルチャーアプローチおよび制度理論からのアプローチのいずれの視点にお

いても，本研究の目的である，ベトナムに進出する日系企業が現地従業員に対

して，どのようなHRMを行うべきかを明らかにするには，ベトナムの文化や

社会的価値観を考慮しなければならず，本研究によってその特性を明らかにす

る意義は大きいといえる。

　２.２　組織コミットメントから導かれる本研究のモデル

　１．で考察したように，日系企業の東南アジア進出は進んでいるが，多くの

企業がHRM上の問題・課題に直面している。特に本研究対象である現地でのス

タートアップから成長軌道に乗るまでにおいては，現地従業員に受け入れられ

るHRMを行うことによって，人材育成・定着を実現することが重要だと考えら

える。現地の従業員がどのようなHRMを受け入れるのかについては，２.１の

ように現地の文化や社会的価値観を考慮する必要があるということが分かった。

　そして，そのようなHRMを行った結果は現地従業員にどのように表れるの

かという点で，組織コミットメント（以下：OC）の研究が多くの示唆を与え

てくれる。Mathieu & Zajac（1990）は，OCの先行要因として，個人属性，役割，

職務特性，リーダーとの関係，組織特性などHRMに関連する項目をとりあげ

ており，有意な相関があると指摘している。OCの結果変数としては，退職意

図や離転職をあげており，OCが強いほど離職の意思は弱くなり，実際の離職

も少なくなると指摘している。さらに，出勤率や他者評定も結果変数として指
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摘している。また， Meyer & Allen（2001）は，OCの先行要因と結果につい

て，先行変数としては個人属性だけでなく組織的特性や仕事経験などのHRM

をあげており，結果変数として離転職や生産的行動をとらえている。さらに，

Batemen & Strasser（1984）やMorris & Sherman（1981）は，OCの高揚が

組織成員のパフォーマンスや生産性の向上，欠勤や遅刻の減少と関係すると述

べている。

　これらの先行研究から，OCは従業員の離転職やパフォーマンスへの影響が

大きいと考えられるので，１．で確認した多くの海外進出した企業が抱えてい

る問題点である，従業員の質や確保・定着化を解決するための重要な概念だと

判断した。従業員の賃金上昇も大きな問題であるが，その国の経済成長ととも

にやむを得ない面があり，ただ単にそれを抑えるようなHRMが現地経営の発

展に結び付くわけではない。各種調査結果や先行研究を踏まえ，本研究で想定

されるモデルは，「現地従業員に受容されるHRM→OCが高まる→従業員が定

着する→従業員の質が向上する」ということだと考えた。

　２.３　日本企業の調査から導出されたリサーチクエスチョン

　２.２のようなHRMとOCの関係の日本における調査に，労働政策研究・研

修機構（以下：JILPT）（2012）があり，コミットメントとワークシチュエーショ

ンの関係をみることにより，コミットメントを高めるためには，組織がどのよ

うな施策を導入すればよいのか検討している。ワークシチュエーションを用い

る理由をワークシチュエーションはHRM施策と直接対応するようには作られ

ていないが，処遇や報酬，能力開発，福利厚生等を含み，幅広く仕事環境に対

する知覚をとらえたものであるため，施策や制度との関係をみるよりも，むし

ろ多くの知見が得られることが期待されると述べている。具体的な測定概念は，

Ⅰ．職務，Ⅱ．上司やリーダー，Ⅲ．同僚や顧客との関係，Ⅳ．ビジョン・経

営者，Ⅴ．処遇・報酬，Ⅵ．能力開発・福利厚生・生活サポートという６領域

で，計84項目が調査されている。
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　この６領域をみると，HRM全般を網羅していると判断し，本稿においても

HRMについてはJILPT（2012）のワークシチュエーションを採用し，以降は

HRMに表現を統一することとした。ただし，本稿の調査対象であるベトナム

現地従業員は，Ⅳ．ビジョン・経営者という概念はあまり認識していないであ

ろうと考え，後述する質問紙調査ではその領域に含まれる12項目は除いた。さ

らにその他の領域の中でも現地従業員に理解されやすいであろうという項目に

絞り，質問への回答負荷も考慮した結果，HRMに関する質問は計30項目とし

た。また，JILPT（2012）に準じ，OC以外のコミットメントも本研究では対

象とすることとした。

　同調査の趣旨や調査手法を先述の本研究で想定されるモデルに照らし合わせ，

「ベトナムの日系中小企業におけるHRM，コミットメント，離職の意思の関係に

は何がおきているか」という探索的なリサーチクエスチョンを導出し，本稿の

目的である，日系企業は現地従業員に対してどのようなHRMを行うべきかを考

察することとする。以降，３～５において質問紙調査分析とモデル化，６にお

いてインタビューから具体的HRMの考察と本稿の課題を述べることとする。

３．質問紙調査概要

　３.１　調査手法

　調査対象は，ベトナム・ハノイ近郊の工業団地に進出している製造業２社で

あり，受注生産方式A社と量産方式Ｂ社である。調査は，2019年８月末に行っ

た。両社ともに現地従業員数は300人以下であり，現地法人設立から10年前後

と，スタートアップから成長期を経験している。この２社を選んだ理由は，塗

茂（2019）で行った日本本社を対象とした現地従業員の認識を問うアンケート

調査において，事前または事後のインタビュー調査に応じてもらい信頼関係を

築くことができた企業の中からハノイ近郊にある２社を選定したことによる。

　質問紙調査では，「Q1：HRMに関する認識」→「Q3：各コミットメント」ⅰ→「会

社に居続ける意思」の関係を明らかにすることを目的とした。質問項目は，Q１： 
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HRMに関する認識について，JILPT（2012）の６因子84項目から，ビジョン・

経営者を除く５因子内で因子負荷量が高くベトナム現地従業員に理解されやす

いと筆者が判断した30項目を抽出した。Q3：OCについては，日本的とされる

独自の意識構造にも配慮しつつ，できる限り広範囲の項目を取り込んでいる高

木・石田・益田（1997）によるOC質問項目から抽出した。OCについてJILPT

（2012）から抽出しなかった理由は，塗茂（2019）における日本法人の認識と

の違いを今後の研究において明らかにしたいという筆者の研究課題との整合性

を考慮してのことである。Q3：キャリアコミットメントとジョブインボルブ

メントについてJILPT（2012）から抽出した。「会社に居続ける意思」につい

ては，「私はずっとこの会社に居続けるつもりだ」という項目を使用した。先

行研究に見られる「離職の意思」を採用にしなかった理由は，本調査が対象会

社で実施されており，「辞めるつもり，転職したい」などのネガティブ項目に

対する答えにはバイアスがより多く含まれているのではないかと判断したから

である。

　これらの質問項目を筆者が日本語で作成したのち，新潟経営大学ベトナム人

留学生（N1保持者）が翻訳し，調査対象企業の現地法人に確認の上で使用した。

各質問項目は，1（No），2（ややNo），3（どちらでもない），4（ややYes），

5（Yes）の５件法によって点数化した。具体的な実施方法および回収状況は

下記の通りである。

　Ａ社：集合調査法　調査対象会社の１室に対象者を集め，調査員が対象者に

調査意図を日本語で説明したのちに現地人マネジャーが通訳した。その後，調

査員が質問紙を配布し，調査員が回収した。回収率100.0%（質問紙配布48部，

回収48部）。

　Ｂ社：留置法　調査対象会社の経営層が事前に対象従業員に調査意図を説明

したのちに質問紙を配布し，調査員が１週間後に回収した。回収率96.4%（質

問紙配布194部，回収187部）。合計回収部数235部。

　予測されるコモンメソッドバイアスに対しては，日本語のニュアンスがベト
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ナム語に適切に翻訳され現地従業員が理解したかという尺度の曖昧性に関し

て，当方で翻訳したものを現地法人にも確認することで対応した。調査対象会

社で回収を行ったため望ましい回答をしてしまうという社会的望ましさに関し

ては，調査員が直接回収し匿名性を保つことで対応した。OCと会社に居続け

る意思を同一人物に問うているので，一貫性を維持しようという動機が含まれ

ているという課題は残されている。統計ソフトには，HAD16を用いた。

　３.２　回答者の主な属性

①年　齢　平均29.38歳 （標準偏差4.86，n199）

②男　女　男性:73人，女性：88人 （n161）

③現企業での勤続年数　平均3.53年 （標準偏差3.55，n209）

④学歴  中学卒：42，高校卒：116，専門・短大卒：30，大学卒：19，その他：９ （n216）

⑤日本語検定能力　不所持:148，N5：15，N4：13，N3：1，N2：3，N1：1 （n181）

⑥転職経験　あり：56，なし：104 （n160）

⑦配偶者　あり：174  なし：34 （n208）

⑧子　供　あり：126　なし：32 （n158）

⑨職　種　技術職：17，専門職：17，営業職：２，作業職：173 （n209）

⑩職　位　一般：139，班長・係長：11，課長：11，その他：33 （n194）

　３.３　本研究で使用した質問項目と抽出された因子

　Q1HRMに関する30質問項目に対して探索的因子分析（最尤法，プロマック

ス回転）を行った。因子数はスクリープロットの結果および因子の解釈の可能

性を考慮して７因子とした。さらに因子負荷量が.35以下の２項目を削除し再

度因子分析を行い，「上司への信頼がある（α=.88）」「同僚と公平に扱われて

いる（α=.87）」「適切な評価・報酬である（α=.81）」「仕事にやりがいがある（α

=.76）」「仕事の自由度・達成感がある（α=.75）」「生活サポート・福利厚生が

充実している（α=.80）」「十分なキャリア支援がある（α=.74）」と各因子を
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命名した。α係数は最も低い因子でも.74で問題ないと判断し，因子内に含ま

れる項目の平均値を算出し因子係数とした。

　Q3 OCに関する24質問項目に対して探索的因子分析（最尤法，プロマックス

回転）を行った。因子数はスクリープロットの結果および因子の解釈の可能性

を考慮して３因子とした。さらに因子負荷量が.35以下の4項目を削除し再度因

子分析を行い，先行研究にならい「愛着要素（α=.86）」「内在化要素（α=.90）」「存

続的・規範的要素（α=.75）」と命名した。α係数は最も低い因子でも.75と問

題ないと判断し，因子内に含まれる項目の平均値を算出し因子係数とした。

このOCの因子分析で興味深いのは，高木・石田・益田（1997）やJILPT（2012）

では，存続的要素（辞めることに伴うコストに基づいた意識）と規範的要素（周

囲の目が気にる，会社を辞めるべきではないという意識）の２因子に分かれて

いた項目が１因子として抽出されたことである。これは，組織構成員が組織で

培ってきた人間関係や世間的評価など本来の目的とは関係のない利益の蓄積に

よって組織から離脱できなくなるという，サイドベット理論（Becker，1960）

に近い考え方であろう。

　なお，Q3のジョブインボルブメント２項目とキャリアコミットメント２項

目の計４項目に対して探索的因子分析（最尤法，プロマックス回転）を行った

ところ１因子が抽出され，「職務へのコミットメント」と命名した。最も低い

項目の因子負荷量が.37で，α係数は.76と問題ないと判断し，そのまま１因子

として因子内に含まれる項目の平均値を算出し因子係数とした。

　結果，HRMへの認識は，①上司への信頼がある，②同僚と公平に扱われて

いる，③適切な評価・報酬である，④仕事にやりがいがある，⑤仕事の自由度・

達成感がある，⑥生活サポート・福利厚生が充実している，⑦十分なキャリ

ア支援がある，の７因子となった。また，コミットメントは，①愛着要素OC，

②内在化要素OC，③存続的・規範的要素OC，④職務へのコミットメント，の

４因子となった。
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４．Q1HRMのQ3コミットメントへの影響

　４.１　使用変数間の関係と重回帰分析手法

　まず，因子分析の結果，本研究で使用することとした変数間の平均，標準偏

差および相関行列を表１に示す。想定通り，Q1HRMとQ3OCのいくつかの項

目には統計的有意な相関がみられた。また，変数間の相関は一様に高くはなく

ばらつきがみられたが，いくつかの変数間で.7以上の強い相関が確認された

ので，以降の階層的重回帰分析において，分析後の決定係数がなるべく高くな

ることを考慮したうえで一方の変数を削除することとした。

　表２のように階層的重回帰分析を用いて，４つのコミットメントを従属変数

とし，Step１でコントロール変数である個人特性のみ投入し，Step２で説明

変数であるHRMの６因子を投入した。多重共線性に関しては，先述のように

高い相関がある変数の一方を削除したが，VIFも確認し最も高い値でも4.45と，

一般的な上限値として推奨される10を下回っているため，問題ないと判断した。

　４.２　愛着要素OCへの影響

　コントロール変数である個人属性によって31%が説明され（p<.05）， 企業で

の勤続年数が長くなると愛着要素OCが低くなる（β=-.40，P<.05）という興

味深い結果となった。HRM別にみると，生活サポート・福利厚生を充実させ

ることが，愛着要素OCを最も高めることになる（β=.35，p<.05）。ベトナム

表１　使用変数の平均，標準偏差，相関

　出所：筆者作成
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現地従業員にとっては，福利厚生や生活サポートの充実は，愛着を高める重要

な要素であると考えられる。また10%有意水準ではあるが，仕事の自由度・達

成感があることが正の影響を与え（β=.24，p<.10），同僚と公平に扱われてい

るが負の影響を与える（β=-.33，p<.10）という結果となった。同僚と公平に

扱うことは注意が必要だと考えられ，ベトナム人は自己アピールがすごい（塗

茂， 2019，p87）という結果とも整合する。

　４.３　内在化要素OCへの影響

　コントロール変数である個人属性によって30%が説明され（p<.05），10%有

意水準ではあるが学歴が高いほど内在化要素OCが弱まる（β=-.33，p<.10）。

塗茂（2019，p121）において，ある日本法人社長へのインタビューで，「昔の

日本の製造業のように，高卒でまじめな優秀な人材を確保するのが良いかもし

れない。大卒者は採用が難しいし，他社へ転職する確率も高い」という発言を

裏付ける結果となった。HRM別にみると，生活サポート・福利厚生を充実さ

せることが，内在化要素を最も高めることになる（β=.35，p<.05）。また10%

有意水準ではあるが，同僚と公平に扱うことが，内在化要素OCにも負の影響

を与える（β=-.44，p<.10）という結果となった。

表２　HRMのコミットメントへの影響（表の数値は標準化係数）

　出所：筆者作成
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　４.４　存続的・規範的OCへの影響

　コントロール変数である個人属性によって10％が説明され（ns.），統計的有

意な影響のある項目は確認できなかった。HRM別でも決定係数をみると（ns.），

統計的有意な影響は確認できなかった。表１のように，本調査では存続的・規

範的要素の平均値は2.86とかなり低く，ベトナムでは旺盛な労働需要によりこ

のような意識をあまり現地従業員は持ち合わせていないと考えられる。

　４.５　職務コミットメントへの影響

　コントロール変数である個人属性によって24%が説明され（ns.），統計的有

意な影響のある項目は確認できなかった。HRM別にみると，適切な評価・報

酬を行うことが，職務へのコミットメントを最も高めることになる（β=.38，

p<.05）。また，生活サポート・福利厚生を充実させることが正の影響を与える（β

=.33，p<.05）。やはり，ベトナムでは職務そのものよりも，評価・報酬や生活

サポート・福利厚生の影響が大きいという結果となった。

５．質問紙調査のまとめ

　５.１　本研究モデルと媒介効果の確認手法

　４において，ベトナムの現地従業員の特性を探るべく，個人属性および

HRMへの認識が各コミットメントに与える影響を考察してきた。本節では，

２.２で述べた，「現地従業員に受容されるHRM→コミットメントが高まる→

従業員が定着する」という本研究で想定されるモデルを実証するため，コミッ

トメントの媒介効果を確認する。なお媒介変数を含む仮説の検証は，Baron & 

Kenny（1986）が指摘している４つの条件を満たすことが必要だとされている。

条件１は説明変数と従属変数とに有意な関係があること，条件２は説明変数と

媒介変数とに有意な関係があること，条件３は媒介変数と従属変数とに有意な

関係があること，条件4は従属変数を説明変数および媒介変数の両方を用いて

検証する場合，説明変数による従属変数の予測力が有意でなくなるという完全
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媒介になるか，弱くなるという部分媒介になることである。以下にその結果を

記述する。

　条件１に関しては，確認できなかったが媒介変数を介した説明変数と従属変

数との関係は弱くなりうるので，Cole， Walter & Bruch（2008）が指摘して

いるように，必要ではないと判断した。条件2に関しては，いくつかの項目が

表２で確認できている。条件３は，表２と同様の個人属性をコントロール変数

として，OCの３要素を説明変数，会社に居続ける意思を従属変数として階層

的重回帰分析を行った結果，ステップ２で説明変数を投入したことによる説明

力の上昇は有意（R2=0.18→0.59，p<.001）であった。項目別では，内在化要

素（β=.40，p<.01）および，職務へのコミットメント（β=.36，p<.01）が高

まることよって，会社に居続ける意思が高まる結果となった。よって，条件３

は一部が確認された。条件４に関しては，各コミットメントの媒介効果につい

て，ブートストラッピング法（標本数2000）によるバイアス修正済み95%信頼

区間推定によって，媒介関係の検証を行った。

　５.２　質問紙調査のまとめ

　本稿では，２.３で述べた「ベトナムの日系中小企業におけるHRM，コミッ

トメント，会社に居続ける意思の関係には何がおきているか」という探索的な

リサーチクエスチョンに対する考察を行ってきた。具体的には，ベトナム・ハ

ノイの製造業２社において，Q1HRMへの認識がQ3各コミットメントにどう

いう影響を与えるのかを報告した。本調査に特徴的な内容を簡潔にまとめると，

生活サポート・福利厚生の充実は，愛着要素OC，内在化要素OC，職務へのコミッ

トメントと複数のコミットメントに正の影響を与え，現地従業員に受け入れら

れている。さらに，仕事の自由度・達成感があることは，愛着要素OCに正の

影響を与え，適切な評価・報酬は，職務へのコミットメントに正の影響を与え

ている。ただし，従業員を公平に扱うという姿勢は，愛着要素OC，内在化要

素OCに負の影響を与えており，現地従業員からの反発を招きかねないと考え
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図１  媒介効果（図の数値は標準化係数）

　　　　出所：筆者作成

られる。また，OCの存続的要素と規範的要素が１因子として抽出され，平均

値が他の要素と比較してかなり低いのもベトナム現地従業員の特性である。

　さらに，Q3-25会社に居続ける意思へのQ3コミットメントの影響およびQ3

コミットメントがQ1HRMとQ3-25会社に居続ける意思を媒介する可能性を検

証した。Q3-25会社に居続ける意思には，内在化要素OCと職務へのコミット

メントが有意な影響を与えていた。意外にも愛着要素OCは会社に居続ける意

思に有意な影響を与えていなかった。ベトナムの経済発展に伴う旺盛な労働力

需要により，いつでも転職が可能だという意識がこのような結果となったので

はないかと考えられるが今後考察を深める必要がある。Q3コミットメントの

媒介効果に関しては，図１のようにいくつかのQ1HRMとQ3-25会社に居続け

る意思を完全媒介していた。同僚と公平に扱われているから内在化要素OCへ

のパスを点線で示した理由は，ブーストラップにおいて，95%信頼区間に０を

含み有意な間接効果がみられなかったためである。

　これらを踏まえ本研究の理論上の含意としては，日系中小企業におけるベト

ナムの現地中小企業において，職場環境が現地従業員に与える影響を図１のよ

うにモデル化できたことである。また，実務上の含意としては，生活サポート・
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福利厚生の充実が内在化要素OCおよび職務へのコミットメントを介して，会

社に居続ける意思に有意な正の影響を与えていることを示すことができた。さ

らに，適切な評価・報酬が職務へのコミットメントを介して会社に居続ける意

思に有意な正の影響を与えていることを示すことができた。ただし，同僚を公

平に扱うことは，複数のコミットメントに対して負の影響を与えている。塗茂

（2019）においてもベトナム人はアピールがすごいというインタビュー結果が

出ており，日本型HRMの特徴ともいわている公平な処遇には留意が必要であ

る。一方家族主義的な福利厚生は，先行研究と同様に，従業員の定着には重要

な施策であることが確認できた。

　なお，同僚と公平に扱われるという認識が各コミットメントに負の影響を与

えることに関しては，表1では正の相関があり係数矛盾現象がみられるので解

釈に注意が必要で，現段階の筆者の考察は以下のとおりである。同僚と公平に

扱われるは，他のQ1HRMと正の相関がみられ，これら他のQ1HRMは有意で

はない項目もあるが，各コミットメントへ正の影響がみられる。したがって，

同僚と公平に扱われると各コミットメントに正の相関がみられたのは，他の

Q1HRMによる疑似相関であって，重回帰分析によって他のQ1HRM項目によ

る影響が統制されると，同僚と公平に扱うことは，各コミットメントに負の影

響を与える結果となったのではないかと考えられるが，今後も考察を深める必

要がある。

　次に６で，質問調査において残った課題として，具体的にはどのような

HRMを行えばよいのかということについて，当該２社へのインタビュー内容

から考察することとする。

６．インタビューによる具体的HRM考察

　６.１　受注生産型製造業Ａ社

　インタビューは質問紙調査と同日（2019年８月27日）に，経営層として現地

法人社長および副社長に対して，２回にわたり合計２時間程度実施した。また，
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現地人マネジャー４人に対して，１時間程度のグループインタビューを実施し

た。以下はその要約と筆者の考察であり，当該社には後日報告書という形で内

容の確認を行っている。

　本事例の特徴としては，受注生産型の製造業で手作業部分が多く，現場作業

員にある程度の熟練が要求されるということである。そこで，定着率を重視し，

近隣住民を採用するという点は，マネジャー層も当該企業で続けて働いている

理由に挙げており，効果的な手法であろう。しかしながら，近くに日系の工業

団地ができるなど，人材争奪が起こった場合は，優位性を維持するのが難しい

面もある。

　また，中・長期的人材育成策として有効だと経営層が判断している施策に，

10年ほど経験を積んだのち，１年間日本本社で勤務できるという施策がある。

これは日本に行けるという楽しみ，他の従業員とは違うというプライド，金銭

的報酬という，内発的・外発的動機付け両面において有効なようである。マネ

ジャーの発言からも，他の会社からの２～３倍の給与提示を断った理由に，日

本人に技術を教えてもらったり，学校に行かせてもらったということを挙げて

いる。

　今後の課題として，業績がやや伸び悩む中，４人のマネジャーが若い（30歳

代～ 40歳代）ということもあり，ポスト不足になることが予想される。そう

すると，せっかく10年勤めて，日本で１年間の修行をしたとしても，マネジャー

まで昇進をすることが難しいであろう。複線型の昇進について，管理者に向か

ない作業スキル上達者に報いるためとしているが，より積極的な運用で，報酬

面においても考えていく必要があるであろう。その際，業績と人件費のバラン

スということを考えると，ベトナム現地のライバル製造業者にはできない付加

価値の高い仕事を獲得していくことが必要で，マーケティング人材の採用を考

えていく必要があるのではないであろうか。
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　６.２　量産型製造業Ｂ社

　インタビューは質問紙調査と同日（2019年８月29日）に，経営層として現地

法人社長および工場長に対して，２回にわたり合計３時間半程度実施した。ま

た，現地人マネジャー４人に対して1時間半程度のグループインタビューを実

施した。さらに工場では，1時間半程度，複数ラインの作業者の仕事ぶりとリー

ダー（班長），スタッフ（係長）マネジャー（課長）とのかかわりを観察する

ことができた。以下はその要約と筆者の考察であり，当該社には後日報告書と

いう形で内容の確認を行っている。

　本事例で感じたことは，各階層間の信頼関係の厚さである。経営層とマネ

ジャー層は，同じ事務所にいて和やかな雰囲気ながらも常に経営上の問題・課

題について議論している。またマネジャー層は積極的に現場に入って，品質改

善のためのアイデアを考え，実践し，修正するというPDCAサイクルを回して

いる。さらに，班長クラスや品質チェック担当者は，作業者に厳しく指導をし

ながらも，作業者はいやな顔を見せることはない。

　このよい組織風土の背景には，「厳しくても暖かい」という当該企業の昇進・

昇格基準及び作業者への指導方針がある。言うべきことはきちんと伝えるが，

暖かく部下を見守るという意味だが，ベトナム人は仲間をかばう意識が強く告

げ口をしないという姿勢を危惧してのことであろう。このようなかばい合う姿

勢は心地よい反面，品質やモラルへの悪影響も懸念される。そこで，リーダー

クラス（班長）以上に昇進させる人物には，作業者への「厳しくても暖かい」

指導ができるかどうかを見極めている。具体的には，イエローカードおよびレッ

ドカードを適切に運用していくということであろう。また，ベトナム人は他人

に教えない傾向があるとする日本人経営者もいるが，丁寧に教えることは暖か

く指導できるということである。

　この傾向は，工場の観察においても確認することができた。ある製品を縫製

するラインを観察していると，次々に完成されてくる製品を品質管理担当者が

厳しくチェックしていた。少しでも基準を下回ると製品に付属している番号で
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担当者が分かるので，すぐに呼び出し，指導するとともに，作り直しを命じて

いた。そのラインは，出来高によって支払われるインセンティブがあるので，

やり直しの時間だけでなく，やり直しのために呼び出されて指導を受ける時間

も，作業者にとっては賃金ダウンにつながるわけだが，しっかり行われていた。

そのことによって，経験を積んでも品質が上がらなければ，インセンティブも

上がらないので，先述のイエローカードおよびレッドカードの運用同様，淘汰

されていくという流れができるのである。

　次に幹部候補生の採用に関する当該社の工夫をみると，ベトナム人の留学生

をうまく活用していることがあげられる。日本の大学で学ぶベトナム人をイン

ターンシップで積極的に迎え入れ，自社のことを理解してもらうとともに，そ

の学生の能力・姿勢などを見極め，卒業後の進路として提示し，本社勤務によっ

て日本の品質管理を学ぶ。その後ベトナム現地法人採用ではなく日本本社採用

という形で，日本人と同様の待遇でベトナム現地法人への出向という形をとる。

現在の日本とベトナムの賃金差を考えれば，かなり魅力的な待遇となるはずで

ある。このような人物が日本本社と現地従業員との懸け橋になっている点が大

きなポイントである。次年度も同様の留学生を採用予定であり，今後の活躍が

期待されている。このような特別な待遇を現地人に実行できるのも現地中堅・

中小企業の強みである。現地法人の中に数人程度が在職していればよいので，

このような特別待遇が可能であり，大学との連携をしっかり行うことで，候補

者を探すことが可能になっているのである。技能実習生を迎え入れて，そのあ

と現地法人の幹部候補として採用する例はよく耳にするし，当該企業でも行っ

ているが，留学生を育ててマネジャー（課長）候補にする企業はまだ少ないの

ではないであろうか。

　また，日本ではよく問題になっている作業者の離職率に関しても，低ければ

よいということではないと考えさせられる事例である。当該社では，業績の伸

びに従って大量に採用した関係もあり，離職率は40％近くと，ベトナムの平均

を上回っている。しかし，ルールを守らない作業者に対して，信賞必罰のマネ
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ジメントを行うことで，組織風土が醸成され，品質の維持・向上につながって

いる。留意点は，今後ベトナムの経済的発展に伴い，日系企業およびその他の

国籍企業の進出が進むにつれ，労働者確保競争も予想されるので，作業者の採

用・教育・定着にも工夫が求められるということであろう。

　一方，キーマンであるリーダー（班長）やスタッフ（係長）の育成に力を入

れ，マネジャー（課長）には，日本への留学生を採用後に日本本社で品質管理

を学ばせ抜擢し，日本人並みの給与という厚遇で迎えるという人事戦略は，日

系中小企業にとっても示唆に富むものである。

　また，積極的な投資や新製品開発を行って，会社が成長していることを実感

させるのも有効である。さらに，従業員の結婚式に日本人幹部が出席すること

で親族からもよい会社だと思われている。　

　６.３　質問紙調査とインタビューの関連

　本稿では，２.３で述べた「ベトナムの日系中小企業におけるHRM，コミッ

トメント，会社に居続ける意思の関係には何がおきているか」という探索的な

リサーチクエスチョンに対し，質問紙調査の分析を中心に行ってきた。そして，

質問紙調査と同日に実施したインタビューから具体的なHRMにはどのような

工夫があるのかを考察した。

　質問紙調査とインタビューを合わせて考えると，生活サポート・福利厚生の

充実というのは，単に金銭的なことではなく，従業員やその家族への心身共に

対する配慮であろう。また，適切な評価・報酬というのは，職場のルール違反

には毅然とした態度で臨み，リーダークラスの任免は仕事基準だけではなく，

その人間性にも考慮することだといえる。そして，単に同僚と公平に扱うだけ

ではなく，マネジャー層に相応しい人物を留学生なども活用しながら見出して

いくが考えられる。これらのような従業員を大切に扱う中長期的な人材育成こ

そが他国との人材争奪戦になった場合に，日系企業が競争優位を発揮できる強

みとなる。
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　６.４　本稿の限界

　最後に，本稿の限界としてはハノイ近郊の２社の製造業からベトナム現地従

業員の特性を論じたことである。今後，ベトナム中部，南部や業種を広げてい

くことが必要である。また，ベトナム現地での調査であったため，質問紙調査

と同日に経営層およびマネジャー層にインタビューを行ったことにより，イン

タビュー内容がやや網羅的になり，具体的なHRM施策の効果など深い考察に

及ばない点があった。そして，塗茂（2019）で行った日本法人とベトナム現地

従業員の認識の違いを考察することが必要である。

【注釈】
ⅰ Q2において塗茂（2019）と比較するためのHRM関連の項目を調査している

が，本稿とは関係がないため記述を省略している。
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